地域密着型サービス事業者指定申請のしおり

第１章　指定手続の概要
１　指定の流れ

○事前相談

	受付時期
	事業を開始しようとする３か月以上前を目処に相談ください。

（開庁日の９：００～１７：３０）

窓口で相談する際には、事前に電話で来庁日を連絡願います。


○申請書の受付


	受付窓口
	高齢・介護グループ（本庁舎３F）

	受付時期
	事業を開始しようとする１か月以上前までに、申請書及び関係書類を提出してください。

	申請書提出方法
	窓口提出、郵送又は電子メール等により提出してください。


○指定

	審査
	現地確認を行う場合があり、その際には管理者等の立ち会いが必要です。

申請書の記載内容に不備があった場合等には、書類の再提出を求める場合があります。

	指定
	審査の結果、指定要件を満たすものと判断された場合に指定します。

申請書の提出から指定までの標準的な期間は、１４日前後です。

指定した場合は、申請者あてに指定した旨が通知されます。


２　指定後の手続

○事業者番号

事業者番号は、当該事業者の指定を行った旨と併せて通知します。

○介護給付費等の請求の届出

介護保険サービス事業所は、介護給付費等の請求をする場合には、請求方法や受領する振込先口座名等をあらかじめ北海道国民健康保険団体連合会に届け出ることとなっています。

	届出先
	北海道国民健康保険団体連合会総務部介護・障害者支援課

〒０６０－００６２　

札幌市中央区南２条西１４丁目

電話：０１１－２３１－５１６１

FAX：０１１－２３３－２１７８

	届出事項
	請求方法（請求媒体）

振込先口座名等

	届出の様式
	指定のあった月の翌月に北海道国民健康保険団体連合会から送付されます。


※介護給付費の請求についての詳細は、上記の北海道国民健康保険団体連合会　に問い合わせてください。

○変更等の届出

	区分
	事由
	届出様式

	変更届出
	事業所の名称や運営規程等が変更となった場合
	変更届出書（別記様式第２号）

	再開届出書
	事業を再開する場合
	再開届出書（別記様式第３号）

	廃止・休止届出
	事業を廃止、休止する場合
	廃止・休止届出書（別記様式第３号の２）


注１　変更届出、再開届出は、事由が生じてから１０日以内に届出ください。

注２　廃止・休止届出は、事業を廃止・休止する日の１か月前までに届出ください。

○指定の更新

指定の効力には６年間の有効期限が設けられています。

６年毎に、指定の更新を受けなければ指定の効力を失います。

基準に従って適切な事業の運営がされない場合や、過去に同一のサービスで指定の取消処分を受けた場合には、指定の更新が受けられないことがあります。

第２章　指定基準の概要
○指定基準の概要

・指定基準の概要は関係法令等を入手の上、内容を把握してください。

・指定を受けた後、指導監査により、指定申請に虚偽の内容があったことや、関係法令の規定事項を遵守した適正な事業運営がなされていないことなどが判明した場合には、事業所に対する改善勧告や指定取消等の処分が行われることがあります。

また、指定後に基準を満たさなくなった際には、介護報酬の減算が必要となる場合もありますので、十分留意してください。

第３章　申請書類の作成方法
１　申請に必要な書類

○事業者指定の申請をするためには、次の書類が必要です。

	書類の種類
	様式

	指定申請書
	別記様式第１号

	付表
	付表１～９

	別添
	サービスごと

	添付書類
	参考様式ほか


２　編纂方法等

（１）「指定申請書」、「付表」、「別添」及び「添付書類」は、一括してA4フラットファイルに綴ってください。

（２）編纂の順番は「指定申請書」、「付表」、「別添」、「添付書類」の順に綴ってください。

（３）書類と書類の間には、添付書類番号を記入したインデックスを付けた界紙を入れてください。

３　提出部数

○１部提出してください。（申請者保管用として、副本を作成の上保管してください。）

【問い合わせ】

〒０５９－８７０１

登別市中央町６丁目１１番地

登別市保健福祉部高齢・介護グループ保険運営担当

電話：０１４３－８５－５７２０

FAX：０１４３－８５－８２８６

E-mail：kaigo@city.noboribetsu.lg.jp

